
国土交通省技術基本計画（中間フォローアップ） 国土交通省技術基本計画＿フォローアップ方法 資料－２ 

◇国土交通省においては、本計画の各々の施策の推進状況を適切に把握するとともに、計画期間終了時には的確に評価を行い、
さらに次の技術基本計画に反映していくこととする。 （国土交通省技術基本計画 p.2） 

フ ォ ロ ー ア ッ プ の 目 的 と 手 法 

（１） 目的 
 国土交通省技術基本計画（以下、「本計画」という。）で定めている平成２０年度から２４年度までの５カ年における取組について、
中間年 ある 年度末時点における進捗 活動状況を把握し 今後 活動 改善に結び けるも とする中間年である２２年度末時点における進捗・活動状況を把握し、今後の活動の改善に結びつけるものとする。

（２） 手法 
 次の２点について実施主体へ調査する共に、計画全般的に外部関係機関へ意見聴取を実施する。 

 ①目指すべき社会を実現するための技術研究開発

  ：本計画に沿って実施してきた技術研究開発の実施状況を調査 

   【調査項目】各技術研究開発の進捗状況、研究成果、研究体制、他の施策との関連 

 ②技術研究開発を推進するための仕組み（技術研究開発システム） 

本計画に沿 て実施してきた技術研究開発システムの取組状況を調査

フ ォ ロ ー ア ッ プ の 対 象 

   ：本計画に沿って実施してきた技術研究開発システムの取組状況を調査

   【調査項目】各関連施策内容の実績・進捗状況・今後の予定 

 本計画に基づき、国土交通省及び関係研究機関等（国土技術政策総合研究所、国土交通政策研究所、国土地理院、気象庁気
象研究所、海上保安庁総務部海上保安試験研究センター、海上保安庁海洋情報部、独立行政法人（土木研究所、建築研究所、
交通安全環境研究所、海上技術安全研究所、港湾空港技術研究所、電子航法研究所、鉄道建設・運輸施設整備支援機構）が自
ら実施した技術研究開発、国土交通省と関係省庁、大学、民間等とが連携して実施した技術研究開発、及び技術研究開発を推
進するための仕組みとしての各取組を対象とする。  

 １．目指すべき社会を実現するための技術研究開発 
  （１）「安全・安心な社会に向けて」  個別課題数：６７件 

  （２）「誰もが生き生きと暮らせる社会に向けて」  個別課題数：２４件 

  （３）「国際競争力を支える活力ある社会に向けて」 個別課題数：３４件 

（４）「環境と調和した社会に向けて」 個別課題数：５０件 合計：１７５件  （４）「環境と調和した社会に向けて」 個別課題数：５０件  合計：１７５件

 ２．技術研究開発を推進するための仕組み（技術研究開発システム） 
  （１）技術研究開発の実施体制の整備  （技術情報交流の推進等 ７施策） 

  （２）技術研究開発の支援  （研究段階、技術特性、実施主体に応じた助成等  ８施策） 

  （３）技術研究開発成果の普及 （新技術活用システムの運用改善等 ９施策）技 究 果 普 技 改善

  （４）国際的な技術戦略の構築 （アジア等の海外研究機関との人材交流による国際貢献等 １１施策） 

  （５）技術研究開発の基盤整備 （公共調達に関わる技術情報のデータベース等 １２施策） 

  （６）技術研究開発のマネジメント （PDCAサイクルによるマネジメントの実施等 ５施策） 
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「１．目指すべき社会を実現するための技術研究開発」の調査表

調査表（事例） 
本省各部局及び研究機関等の取組について、下の表を用いて調査を行い、全体をとりまとめた。 

国土交通省技術基本計画（中間フォローアップ） 

            
※1 （凡例）S：計画を上回って進捗、顕著な業績 A：全体として順調に進捗 B：やや遅れている。研究推進に注
意を要する C：遅れている。目標達成は困難 

※2  （凡例）○：達成している ×：達成していない －：該当せず 
※3  （凡例）○：該当する －：該当せず 
※4  （凡例）○：関連する －：関連しない 
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地球環境の変化
を把握するため
の地球地図時系
列データ整備手
法の開発及び技
術移転 

地理院 - 地球地図第2版の効率的な整備
のために、平成21年度仕様の改
定を行い、効果的な更新技術の
開発を行うとともに、円滑な技術
移転を進める。 

A ・地球地図第
1版の公開 
・地球地図
フォーラムの
開催 

・地球地図国際
ワークショップ
の開催 
・仕様の改訂 
・地球地図デー
タ作成・更新マ
ニュアルの作成

・メタデータエ
ディタの開発
・品質管理
ツールの開
発 

品質管理
ツールの改
良 

地球地図
第1版の
データ更
新を完了 

地球地図
第2版の公
開 
地球地図
フォーラム
の開催  

・地球地図は、気候変動対策、災害
対応、教育など、様々な分野で活用
されている。例えば、総合洪水解析
システム（土木研究所開発）に組み
込まれ、途上国の洪水対策等に役
立っている。 
・地球地図の仕様改定、データ作
成・更新マニュアルの作成 メタエ

気候変動の影響
による広域な自然
災害の増加に適
切に対処するた
め、地球環境の
現状及び変化を
より詳細に把握す
ることが必要と

技術開発を進め
る上では地球地
図プロジェクト参
加国の協力が不
可欠であり、今後
いっそう連携を強
めていかなけれ
ばならない

各国の協力の
下、より詳細な
地球地図デー
タの整備仕様
について議論、
検討していく。 

○ － － ○ － － － － － － － ○ 環境・エネルギー技術等に
よる国際貢献を推進する
ため、地球地図の仕様を
改訂し、地球地図データ作
成・更新マニュアルを作成
した。また、地球地図仕様
第２版に準拠したメタデー
タエディタを開発した 更に

－ － － 
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成・更新マニュアルの作成、メタエ
ディタ及び品質管理ツールの開発に
よって、多くの国が自国で地球地図
を整備できるようになり、これにより、
地球地図第２版の整備が進み、時
系列データによる自国の環境の変
化の把握が可能となる。 

ることが必要と
なってきている。
このため、より詳
細な地球地図
データの整備が
求められている。 

ばならない。 タエディタを開発した。更に
現在、地球地図品質管理
ツールを開発中である。 

「２．技術研究開発を推進するための仕組み（技術研究開発システム）」の調査表 

技術基本計画の記載内容 関連施策 
関連施策 
担当部局

実績・進捗状況・今後の予定（H22.11時点） 施策の効果 実施上の課題 改善事項 
部局

（２） 技術研究開発の支援             

２）民間の技術
研究開発意欲を
促進する制度面
でのインセンティ
ブの充実 

☆公共調達を意識し
た制度面での支援 

民間の技術研究開発へのインセンティブとして、技術研究開発と工事の
一体的調達、研究開発段階でのフィールドの提供、技術研究開発成果を
評価し総合評価方式での評点アップ等制度面での支援を実施する。 

技術開発・工事一体型調
達及び新技術活用システ
ム 

本省、各地方
整備局等 

・平成２１年４月に「技術開発・工事一体型調達方式ガイドラ
イン」を策定するとともに、平成２１年度より全国の地方整備
局において試行工事を開始(平成２１年度は５件、平成22年
度は3件実施）。 
・新技術活用システム（ＮＥＴＩＳ）においては、一部の地整に
てフィールド提供型の新技術活用を実施。また、新技術を総
合評価方式及び工事成績評定要領における加点措置を
図ってきたところ。 

・民間の技術内容レベルや技術に
対する意識の向上が図られること、
民間の企業内部の検討が別の技術
の素案となり、今後の新技術を誘発
すること、工事における施工の合理
化（工事コストの縮減等）が図られる
こと、地域特有の条件を有効に利用
できる技術を育てることができる等
の効果。(一体型)

・通常の方式と比較して、手続きに
期間と費用を要すること、また、技
術開発提案の評価体制の確立が課
題。(一体型) 
 
・フィールド提供型の活用が一部の
整備局に限られていること。総合評
価落札方式や工事成績評定要領に
よるインセンティブによる効果の検

・応札者の提案書作成期間を十分に
とることで、よりよい技術開発の提案
が望める等、試行工事例での対応を
踏まえ、改善していくことが必要。(一
体型) 
 
・直轄工事等における現場ニーズ・行
政ニーズ等により、具体のフィールド
を想定して求める技術要件を明確にの効果。( 体型)

・総合評価方式での加点等、施工者
が新技術の活用を提案した場合の
インセンティブを整備することで、活
用件数の増加につながった。 
平成21年度発注工事総数（15,051
件）に占める新技術が活用された工
事の割合は33.0%（4,972件）となり、
平成20年度の32.5％から0.5ポイント
増加している。また、「施工者希望
型」による活用の割合が、平成21年

よるイン ンティ よる効果の検
証が必要。（NETIS) 

を想定して求める技術要件を明確
したうえで、積極的に技術開発者から
の技術提案の募集を行っていく。
（NETIS） 

型」 よる活用の割合 、平成 年
度では67.4%となり、平成20年度の
55.2%から大幅に増加した。（NETIS）
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